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2022年の振り返りと 2023年の展望 ～欧州編～ 
 

弁護士 森 大樹/早川 健/灘本 宥也 

１ 法令改正・立法（EU） 

 EU においては、データに関連して多岐にわたる法令改正・立法の動きがありますが、そのうち、2022 年の主
な法令改正及び立法に関する動向は以下のとおりです。 
 

(1) データに焦点を当てた法令改正・立法 

 
 
 
 
 

 
 データ関連分野では、まず、2022 年 2 月 23 日に欧州委員会によって、データ法案（Proposal for a Regulation 
on harmonized rules on fair access to and use of data（Data Act））が公表されました。データ法案は、個人
データだけでなく産業データを含むデータを対象に、関係者間でデータを共有する際の障害を取り除くための措置
を提案する規則（regulation）1です 2。 
 2022 年 5 月 3 日には、欧州委員会によって、EU ヘルスデータ空間法案（Proposal for a Regulation on the 
European Health Data Space）が提案されました。EU ヘルスデータ空間法案は、ヘルスデータに対する個人の
コントロール及びヘルスデータの利活用を促進するものです。 
 さらに、2022 年 6 月 23 日にはデータガバナンス法（Regulation on European data governance（Data 
Governance Act））が施行されました。同法は公共機関が保有するデータの再利用や、データ仲介事業者、公益目
的でのデータ利用に関するルールを定めるもので、本年 9 月 24 日からの適用開始が予定されています。 
 

(2) AI関連の法令改正・立法 

 
 
 
 

 
1 EU における規則は、加盟国国内法の立法を待つことなく、加盟国の政府や企業、個人に対して直接適用されるルールを意味するも
のです。 
2 データ法案の詳細については、テクノロジー法ニュースレター2022 年 3 月 No.10・欧州最新法律情報 2022 年 3 月 No.7（「欧州デ
ータ法（Data Act）の法案の公表」）をご参照ください。 

① データ法案 
② EU ヘルスデータ空間規則案 
③ データガバナンス法 

① AI 責任指令案・製造物責任指令改正案 
② AI 法案 

https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/?uri=COM%3A2022%3A68%3AFIN
https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/?uri=COM%3A2022%3A68%3AFIN
https://digital-strategy.ec.europa.eu/en/library/data-act-proposal-regulation-harmonised-rules-fair-access-and-use-data
https://health.ec.europa.eu/publications/proposal-regulation-european-health-data-space_en
https://health.ec.europa.eu/publications/proposal-regulation-european-health-data-space_en
https://eur-lex.europa.eu/eli/reg/2022/868/oj
https://eur-lex.europa.eu/eli/reg/2022/868/oj
https://www.noandt.com/publications/publication20220301/
https://www.noandt.com/publications/publication20220301/
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 AI 関連分野では、2022 年 9 月 28 日に欧州委員会によって、AI 責任指令案（Proposal for an Artificial 
Intelligence Liability Directive（AILD））及び製造物責任指令（Product Liability Directive（PLD））の改正案が
公表されました。両指令は、AI に関連する一定の民事上の損害賠償請求における立証上のルール等を定めていま
す 3。 
 2022 年 12 月 6 日には、欧州理事会によって、AI 法案（Proposal for a Regulation laying down harmonized 
rules on artificial intelligence（Artificial Intelligence Act））に対する暫定合意（general approach）が採択さ
れました。同法は、AI に関する横断的な法的枠組みを提供することを目的とし、リスクベースアプローチに従っ
て、提供の禁止や、AI が満たすべき一定の要件、提供者の義務等を定めるものです。欧州議会は本年 3 月末まで
に決議を行うことを予定しており、早ければ本年中に正式に採択されることが見込まれます。 
 

(3) デジタル市場関連の法令改正・立法 

 
 
 
 
 

 
 デジタル市場関連分野では、2022 年 6 月 7 日にテロ関連コンテンツの拡散への対策を目的としたテロコンテン
ツ拡散対策規則（Regulation on addressing the dissemination of terrorist content online）が施行されまし
た。同規則は、いわゆるオンラインプラットフォーム事業者（条文上は”hosting service provider”）に対して、
テロ関連コンテンツを削除する義務等を定めるものです。 
 2022 年 11 月 1 日には、デジタル市場法（Regulation on contestable and fair markets in the digital sector
（Digital Markets Act（DMA）））が発効しました。同法は、公正で開かれたデジタル市場を実現することを目的と
し、一定の基準を満たすオンラインプラットフォームをゲートキーパーとして指定した上で、ゲートキーパーが遵
守すべき義務を規定するものです。適用開始は本年 5 月 2 日からの予定です。 
 続いて、同月 16 日にデジタルサービス法（Regulation on a Single Market For Digital Services（Digital 
Services Act（DSA）））が施行されました。同法は、オンラインプラットフォーム等の仲介サービスを対象として、
事業者の違法コンテンツへの対策に関する責任等を定め、ユーザーの保護を強化するとともに、サービスの透明性
やアカウンタビリティを高める枠組みを提供するものです。巨大オンラインプラットフォーム（VLOP: Very Large 
Online Platforms）及び巨大検索エンジン（VLOSE: Very Large Online Search Engines）の義務に関しては本
年 2 月 17 日から適用が開始され、2024 年に全体の適用が開始される予定です。 
 

(4) サイバーセキュリティ関連の法令改正・立法 

 
 
 
 
 
 

 
 サイバーセキュリティ関連分野では、2022 年 9 月 15 日に欧州委員会によって、サイバーレジリエンス法案
（Proposal for a Regulation on horizontal cybersecurity requirements for products with digital elements
（Cyber resilience Act））が提案されました。同法はデジタル要素を含む製品について、そのライフサイクル全体
を通じて満たすべきサイバーセキュリティ上の要件を定める規則（regulation）です。 

 
3 AI 責任指令案及び製造物責任指令の改正案の詳細については、テクノロジー法ニュースレター2022 年 10 月 No.28（「EU の AI 責
任指令案・製造物責任指令の改正案の概要」）をご参照ください。 

① テロコンテンツ拡散対策規則 
② デジタル市場法（DMA） 

③ デジタルサービス法（DSA） 

① サイバーレジリエンス法案 
② NIS2 指令 

③ 重要事業体のレジリエンスに関する指令 

https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/?uri=CELEX:52022PC0496
https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/?uri=CELEX:52022PC0496
https://single-market-economy.ec.europa.eu/document/3193da9a-cecb-44ad-9a9c-7b6b23220bcd_en
https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/?uri=consil%3AST_15698_2022_INIT
https://eur-lex.europa.eu/eli/reg/2021/784/oj
https://eur-lex.europa.eu/eli/reg/2022/1925/oj
https://eur-lex.europa.eu/eli/reg/2022/1925/oj
https://eur-lex.europa.eu/eli/reg/2022/2065/oj
https://eur-lex.europa.eu/eli/reg/2022/2065/oj
https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/?uri=CELEX:52022PC0454
https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/?uri=CELEX:52022PC0454
https://digital-strategy.ec.europa.eu/en/library/cyber-resilience-act
https://www.noandt.com/publications/publication20221024-1/
https://www.noandt.com/publications/publication20221024-1/
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 同年 12 月 14 日には、NIS2 指令（Directive on measures for a high common level of cybersecurity across 
the Union（NIS2 Directive））が公表されました。同指令は、サイバーセキュリティリスクの対策に関する措置及
び報告義務のベースラインを定めるものです。また、旧 NIS 指令よりも適用対象が拡大されています。 
 さらに、同日には欧州理事会によって、重要事業体のレジリエンスに関する指令案（Directive on the resilience 
of critical entities）が公表されました。同指令は、重要事業体のレジリエンスの強化に関する国家戦略の策定や定
期的なリスク評価の実施、重要事業体の特定等の加盟国の義務等を定めるものです。NIS２指令及び重要事業体の
レジリエンスに関する指令の国内法化の期限は 2024 年 10 月 18 日を予定されています。 
 

２ 法令改正・立法（英国） 

 2022 年の英国における主な法令改正及び立法に関する動向は以下のとおりです。英国では、Brexit による EU
離脱後も、UK GDPR において EU の GDPR とほぼ同様のデータ保護に係る規律が適用されていますが、UK GDPR
自体についても(1)のような改正の動きがあり、越境移転規制に関しても(2)のように英国特有の契約の雛型が設け
られ、さらに、(3)のような個別の分野での立法も検討されているところです。 
 

(1) データ保護・デジタル情報法案 

 2022 年 7 月 18 日には、データ保護・デジタル情報法案（The Data Protection and Digital Information Bill）、
いわゆる「データ改革法案」が議会に提出されました。同法は、UK GDPR を含む現行のデータ保護法制を改正し、
企業のコンプライアンスの負担の軽減等を図るものです。 
 

(2) IDTA及び SCCアデンダム 

 2022 年 3 月 21 日には、越境移転に係るツールとして、国際移転データ契約（the international data transfer 
agreement（IDTA））及び欧州委員会の標準契約条項（SCC）へのアデンダム（the international data transfer 
addendum to the European Commissionʼs standard contractual clauses for international data transfers
（SCC アデンダム））が発効しました。IDTA 又は SCC アデンダムは、UK GDPR を遵守した個人データの英国外
への適法な移転を可能にするツールとして活用されるものです。なお、2022 年 9 月 21 日までに欧州委員会の
SCC のフォーマットで SCC4を締結していた事業者は、2024 年 3 月 21 日まで UK GDPR 上の越境移転に係るツ
ールとしてそれを使い続けることが可能ですが、その場合であっても、当該期間満了までに IDTA 又は SCC アデ
ンダムに切り替えることが必要となります。 
 

(3) オンライン安全法案 

 2022 年 3 月 17 日、オンライン安全法案（Online Safety Bill）が議会に提出されました。同法は、ユーザーが
コンテンツを投稿することができるオンラインサービスや SNS、検索エンジンにおけるサービス提供者に対して
違法コンテンツの削除や有害コンテンツへのアクセス制限等の義務を定め、子どもを中心としたユーザーの保護を
求めるものです。 

 

３ 当局ガイダンス 

 2022 年に EU 及び英国で採択又はアップデートされたガイダンス（ガイドライン、レコメンデーション等を含
みます）は以下のとおりです。 

 
 

4 後記 5(1)で紹介する欧州委員会によって 2021 年 6 月 27 日に改訂される前の SCC。 

https://eur-lex.europa.eu/eli/dir/2022/2555/oj
https://eur-lex.europa.eu/eli/dir/2022/2555/oj
https://eur-lex.europa.eu/eli/dir/2022/2557/oj
https://eur-lex.europa.eu/eli/dir/2022/2557/oj
https://bills.parliament.uk/bills/3322
https://ico.org.uk/media/for-organisations/documents/4019538/international-data-transfer-agreement.pdf
https://ico.org.uk/media/for-organisations/documents/4019538/international-data-transfer-agreement.pdf
https://ico.org.uk/media/for-organisations/documents/4019539/international-data-transfer-addendum.pdf
https://ico.org.uk/media/for-organisations/documents/4019539/international-data-transfer-addendum.pdf
https://bills.parliament.uk/bills/3137
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(1) EU 

No. 採択日 タイトル 
1.  1 月 18 日 データ主体の権利（アクセス権）に関するガイドライン 
2.  2 月 22 日 越境移転の手段としての行動規範に関するガイドライン 
3.  3 月 14 日 GDPR 第 60 条の適用に関するガイドライン 
4.  3 月 14 日 ソーシャルメディアプラットフォームのインターフェースにおけるダークパターン

（認識と回避の方法）に関するガイドライン 
5.  5 月 12 日 GDPR に基づく制裁金の算定に関するガイドライン 
6.  5 月 12 日 法執行分野における顔認識技術の使用に関するガイドライン 
7.  5 月 12 日 友好的な解決（amicable settlements）の実務上の運用に関するガイドライン 
8.  6 月 14 日 越境移転の手段としての認証に関するガイドライン 
9.  10 月 10 日 データ管理者又は処理者の主監督機関の特定に関するガイドライン 
10.  10 月 10 日 GDPR に基づく個人データ侵害の通知に関するガイドライン 
11.  11 月 14 日 管理者の BCR の承認申請並びに要素及び原則（GDPR 第 47 条）に関するレコメン

デーション 
 

(2) 英国 

No. 公表日 タイトル 
1.  9 月 7 日 プライバシー強化技術に関するガイドライン案 
2.  10 月 12 日 勤務中のモニタリングに関するガイダンス案 
3.  10 月 22 日 従業員の健康情報に関するガイダンス案 
4.  11 月 17 日 越境移転に関するガイダンス（更新版） 
5.  12 月 5 日 ダイレクトマーケティングに関するガイダンス 

 

４ 当局による執行事例等 

(1) 主な執行事例及び判断 

 EU における GDPR 違反に関する執行事例としては、アイルランドのデータ保護当局による 2022 年 9 月 2 日及
び同年 11 月 25 日のメタ現地法人に対する制裁が、それぞれ 4 億 500 万ユーロ（約 580 億円）、2 億 6500 万ユ
ーロ（約 380 億円）とその制裁金の高さが注目を集めました。それぞれ子どもの個人データの違法な処理、2019
年のデータ流出に関する GDPR 違反に対して処分がなされました。 
 また、同年 8 月 8 日、スペインのデータ保護当局は日本企業の現地子会社に対して GDPR に基づく制裁金を科
しました。日系企業に対する処分の公表はこの件が初めてであるとみられています。 
 さらに、フランスにおいても、2021 年末ではありますが、データ保護当局（CNIL）が、2021 年 12 月 31 日に
Google 及びそのアイルランド法人に対して合計 1 億 5000 万ユーロ、同日 Facebook アイルランド法人に対して
6000 万ユーロ、2022 年 12 月 19 日に、Microsoft アイルランド法人に対して 6000 万ユーロの制裁金を科しま
した。いずれも e-Privacy 指令を国内法化した、フランスデータ保護法に基づいて処分がなされました。 
 このほか、EU 域外への個人データの移転に関して複数のデータ保護当局から判断が示される事例も見られまし
た。2022 年 2 月 10 日、CNIL による、Google Analytics によるデータ分析ツールを利用していたウェブサイト
運営者に対し、同ツールを利用した米国への個人データの移転が GDPR に違反するとの判断が公表されました。
この CNIL の判断に前後して、オーストリア、イタリア、デンマークのデータ保護当局も、同様の判断を示してい
ます。また、CNIL はこの問題に関して、IP アドレスの処理設定の変更や個人識別子の暗号化等の措置を講じるこ
とは十分な解決策とはいえないもののプロキシサーバーの利用が解決策の一つになり得るとの見解を示しました。 
 

https://edpb.europa.eu/our-work-tools/documents/public-consultations/2022/guidelines-012022-data-subject-rights-right_en
https://edpb.europa.eu/our-work-tools/our-documents/guidelines/guidelines-042021-codes-conduct-tools-transfers_en
https://edpb.europa.eu/our-work-tools/our-documents/guidelines/guidelines-022022-application-article-60-gdpr_en
https://edpb.europa.eu/our-work-tools/documents/public-consultations/2022/guidelines-32022-dark-patterns-social-media_en
https://edpb.europa.eu/our-work-tools/documents/public-consultations/2022/guidelines-32022-dark-patterns-social-media_en
https://edpb.europa.eu/our-work-tools/documents/public-consultations/2022/guidelines-042022-calculation-administrative_en
https://edpb.europa.eu/our-work-tools/documents/public-consultations/2022/guidelines-052022-use-facial-recognition_en
https://edpb.europa.eu/our-work-tools/our-documents/guidelines/guidelines-062022-practical-implementation-amicable_en
https://edpb.europa.eu/our-work-tools/documents/public-consultations/2022/guidelines-072022-certification-tool-transfers_en
https://edpb.europa.eu/our-work-tools/documents/public-consultations/2022/guidelines-82022-identifying-controller-or_en
https://edpb.europa.eu/our-work-tools/documents/public-consultations/2022/guidelines-92022-personal-data-breach_en
https://edpb.europa.eu/our-work-tools/documents/public-consultations/2022/recommendations-12022-application-approval-and_en
https://edpb.europa.eu/our-work-tools/documents/public-consultations/2022/recommendations-12022-application-approval-and_en
https://ico.org.uk/media/about-the-ico/consultations/4021464/chapter-5-anonymisation-pets.pdf
https://ico.org.uk/media/about-the-ico/consultations/4021868/draft-monitoring-at-work-20221011.pdf
https://ico.org.uk/media/about-the-ico/consultations/4022057/employment-practices-workers-health-draft.pdf
https://ico.org.uk/for-organisations/guide-to-data-protection/guide-to-the-general-data-protection-regulation-gdpr/international-transfers/
https://ico.org.uk/for-organisations/direct-marketing-guidance-and-resources/direct-marketing-guidance/
https://www.dataprotection.ie/sites/default/files/uploads/2022-09/02.09.22%20Decision%20IN%2009-09-22%20Instagram.pdf
https://www.dataprotection.ie/sites/default/files/uploads/2022-12/Final%20Decision_IN-21-4-2_Redacted.pdf
https://www.aepd.es/es/documento/ps-00401-2022.pdf
https://www.cnil.fr/sites/default/files/atoms/files/deliberation_of_the_restricted_committee_no._san-2021-023_of_31_december_2021_concerning_google_llc_and_google_ireland_limited.pdf
https://www.cnil.fr/sites/default/files/atoms/files/deliberation_of_the_restricted_committee_no._san-2021-024_of_31_december_2021_concerning_facebook_ireland_limited.pdf
https://www.legifrance.gouv.fr/cnil/id/CNILTEXT000046768989
https://www.cnil.fr/sites/default/files/atoms/files/decision_ordering_to_comply_anonymised_-_google_analytics.pdf
https://www.cnil.fr/en/use-google-analytics-and-data-transfers-united-states-cnil-orders-website-manageroperator-comply
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(2) 主な裁判例 

 EU における欧州司法裁判所によって下された主な 2022 年の裁判例は以下のとおりです。 
 
No. 日付 概要 
1.  4 月 28 日判決 消費者保護団体がデータ主体からの授権を受けず、また、具体的な個人に対する権利侵

害の主張がない場合に代表訴訟を提起することを認める国内法は GDPR に違反しない 
2.  8 月 1 日判決 個人の性的指向を間接的に開示するおそれのある個人データを当局のウェブサイト上

で公表することは、センシティブデータ（special categories of personal data）の取
扱いに該当する 

3.  10 月 27 日判決 データ管理者は、加入者から個人データの削除要求を受けた場合、その旨を検索エンジ
ン運営者に通知するための合理的な措置を講じる必要がある 

4.  12 月 8 日判決 個人が検索結果の削除要求をするに際して、リンク先の情報が明らかな誤りであるこ
とを立証するに足る証拠を提出した場合には、検索エンジン運営者は当該要求に応じ
る必要がある 

 

５ 注目を集めたトピック及び 2023年の展望 

(1) 改訂版 SCC対応の必要 

 EU では、2021 年 6 月 27 日から個人データの移転に伴う保護措置である標準契約条項（SCC）の改訂版が発効
しています。2022 年 12 月 27 日をもって改訂前の SCC に基づく契約の保護措置としての効力が期限を迎えたた
め、改訂前の SCC を利用していた企業は対応を求められました。改訂版 SCC では、いわゆる Transfer Impact 
Assessment（TIA）を行い書面化することが求められ、また管理者から管理者への越境移転であっても安全管理
措置に係る別紙を設けるなどの対応をする必要があります。フランスの CNIL も、改定前の SCC の効力が 2022
年 12 月 27 日に期限を迎えることを同月 21 日付けで改めてそのウェブサイトで示しており、EU における各国の
データ保護当局も、各企業における改訂版 SCC への対応状況について注視しているのではないかと思われます。 
 

(2) 米国への十分性認定に関する動向 

 また、EU の GDPR に関して、2022 年 12 月 13 日に、欧州委員会によって EU・米国間のデータ・プライバシ
ー・フレームワークに対する十分性認定のドラフトが公表されました。同フレームワークは、EU から米国への個
人データの移転を適法に行うための枠組みで、同年 3 月 25 日に、同フレームワークに関して欧州委員会と米国政
府による基本合意が締結されていたものです。その後、当該基本合意において示された保護措置についてのコミッ
トメントが同年 10 月 7 日付けの米国大統領令によって実施され、上記ドラフトの公表に至りました。 
 なお、このフレームワークの十分性認定に向けた動きの背景としては、2020 年 7 月 16 日に、欧州司法裁判所
により、従前 EU から米国に個人データを適法に移転するための法的枠組みとして依拠されていたプライバシーシ
ールドが無効であると判断されたことがあります。当該判断においては、SCC については有効であるとされたもの
の、十分性認定を受けていない国への個人データの移転であって、SCC の内容だけでは移転先国において EU で要
求されるものと同等の個人データ保護水準を確保できない場合は、事業者において補完的措置を講じる必要がある
とされました。これにより、米国への個人データの移転の多くについては、SCC に加えて補完的措置を講じる必要
が生じました。しかしながら、かかる補完的措置の具体的内容は不明瞭であったため、実務上の混乱が生じていま
した。上記で紹介した Google Analytics に対する各国のデータ保護当局の判断もそのような混乱を表す一つの出
来事であったと考えられます。 
 これを踏まえて、米国の新たな枠組みへの十分性認定が正式になされることによって、米国への越境移転に係る
補完的措置等に関する対応を含めた混乱が解消されることが期待されています。もっとも、新たな枠組みに対して
正式に十分性認定がなされたとしても、将来的に欧州司法裁判所が無効と判断する可能性が完全に否定されるわけ
ではないため、今後も動向を注視する必要があります。 

https://curia.europa.eu/juris/document/document.jsf?docid=258485&mode=req&pageIndex=1&dir=&occ=first&part=1&text=&doclang=EN&cid=2621
https://curia.europa.eu/juris/document/document.jsf?text=&docid=263721&pageIndex=0&doclang=EN&mode=req&dir=&occ=first&part=1&cid=481514
https://curia.europa.eu/jcms/upload/docs/application/pdf/2022-10/cp220171en.pdf
https://curia.europa.eu/juris/document/document.jsf?text=&docid=268429&pageIndex=0&doclang=EN&mode=req&dir=&occ=first&part=1&cid=4638
https://eur-lex.europa.eu/eli/dec_impl/2021/914/oj
https://www.cnil.fr/en/transfer-data-outside-eu-old-standard-contractual-clauses-scc-are-no-longer-valid
https://commission.europa.eu/system/files/2022-12/Draft%20adequacy%20decision%20on%20EU-US%20Data%20Privacy%20Framework_0.pdf
https://ec.europa.eu/commission/presscorner/detail/es/ip_22_2087
https://www.whitehouse.gov/briefing-room/statements-releases/2022/03/25/fact-sheet-united-states-and-european-commission-announce-trans-atlantic-data-privacy-framework/
https://www.whitehouse.gov/briefing-room/statements-releases/2022/03/25/fact-sheet-united-states-and-european-commission-announce-trans-atlantic-data-privacy-framework/
https://www.whitehouse.gov/briefing-room/presidential-actions/2022/10/07/executive-order-on-enhancing-safeguards-for-united-states-signals-intelligence-activities/
https://curia.europa.eu/juris/document/document.jsf?text=&docid=228677&pageIndex=0&doclang=en&mode=lst&dir=&
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(3) e-privacy 規則の成立に向けた議論の現状 

 なお、電子メールやウェブサイト等の電気通信サービスにおけるプライバシーの強化を目的として、e-Privacy
規則案が 2017 年 1 月に欧州委員会によって提案されていましたが、同規則案に関する立法プロセスは長期にわ
たっており、本ニュースレター発行時点では未だ成立に至っていません。2021 年 2 月には欧州理事会により修正
後の規則案が公表されていますが、依然として欧州議会と欧州委員会の交渉が続いている模様です。 
 もっとも、電気通信サービスに関しては、現状では、e-Privacy 指令を国内法化した法律が適用されています。
e-Privacy 指令違反に対する制裁は、GDPR に基づくワンストップショップメカニズムの適用を受けないため、各
国のデータ保護当局それぞれによる制裁の対象となる可能性があります。本ニュースレターでも CNIL の執行事例
を紹介したとおり、高額の制裁金執行事例が見られるところであり、同指令及びその国内法についても引き続き注
意が必要です 5。 
 

 
2023 年 2 月 8 日 

 
 

  
 

5 e-Privacy 指令に関して留意すべき事項及び GDPR との関係の詳細については、欧州最新法律情報 2022 年 11 月 No.16・個人情報
保護・データプライバシーニュースレター2022 年 11 月 No.20（「GDPR と EU 加盟国法との相互関係に関する最新動向 －e プライ
バシーに関する規律やドイツの事例を題材として－」）をご参照ください。 

https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/?uri=CELEX:52017PC0010
https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/?uri=CELEX:52017PC0010
https://digital-strategy.ec.europa.eu/en/library/proposal-regulation-privacy-and-electronic-communications
https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/?uri=consil%3AST_6087_2021_INIT
https://www.noandt.com/publications/publication20221104-1/
https://www.noandt.com/publications/publication20221104-1/
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